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業界動向 「持続可能な物流の構築」 関連

ＳＣＭ改革の実現に向けた
『スマート物流サービス』の取組
～共通基盤としてのあるべき姿と取組の方向性～

年 月 日（金）
日食協情報システム研修会資料

内閣府 戦略的イノベーション創造プログラム（ ）
『スマート物流サービス』

サブプログラムディレクター（ ）

坂本 浩之

目次

１．スマート物流サービスとは
２．前提共有
３．スマート物流サービスの概要
４．スマート物流サービスの状況

参考

第４回総合物流施策大綱に関する
有識者検討会（抜粋）
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１ スマート物流サービスとは

スマート物流サービスとは
【 とは】
 戦略的イノベーション創造プログラム。
 は、内閣府が司令塔となり、府省の枠や旧来の分野を
超えたマネジメントにより、科学技術イノベーション実現のため
に創設した国家プロジェクト。

【 の特徴】
 社会的に不可欠で、日本の経済競争力にとって重要な課題、
プログラムディレクター（以下、 と略）、予算をトップダウンで決定。

 実用化・事業化を見据えて一気通貫で研究開発を実施。
 のテーマで 億円を予算計上。（ 年度予算）

【テーマ】
 ２テーマの つにスマート物流があり、 がヤマト の田中執行役。

2019年9月 公募説明会資料抜粋 

【総合科学技術会議にて】

【 田中執行役】
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荷物データを
自動収集でき
る荷降ろし技
術による省人
化の実現

研究責任者

徐剛

）
代表機関
佐川急便

早稲田大
フューチャーアー

キテクト

スマホＡＩア
プリケーショ
ン基盤技術
による省人
化の実現

研究責任者

櫻井将彦
（ ）

東京大

ケーブルアンテ
ナ・棚アンテナ
技術を用いた
安価なリー
ダーよる省人
化の実現

研究責任者

岡野好伸
（東京都市大）

ヨメテル
伊藤忠商事

衝撃・温度計
測ができる印
刷型フレキシブ
ルセンシングデ
バイス技術に
よる高品質物
流の実現
研究責任者

時任静士
（山形大）

アンチコリジョ
ン技術を用
いた安価な
タグによる省
人化の実現

研究責任者

村瀬清一郎
（東レ）

専属便の組み
合わせ配送に
向けたデータ
収集技術によ
る省人化及び
高い人材定着
率の実現
研究責任者

後平佐保子
（ロジクエスト）

城東情報研究
所

エフプレイン

画像認識を
用いた自動
データ収集
システム技術
による省人
化の実現
研究責任者

亀山博史
（グローリー）

荷姿ラベル
キャプチャー
技術による
省人化の実

現

研究責任者

内田雄治
（ ）

日用消費財 ドラッグスト
ア・コンビニ

等

医薬品医療
機器等

地域物流要素基礎技術

研究責任者研究責任者研究責任者研究責任者研究責任者
河場基行
（富士通）

支援機関

東京工業大

早川典雄
（セイノー情報
サービス）

大島弘明
（日通総合研

究所）

折笠俊輔
（流通経済研

究所）

加藤弘貴
（流通経済研

究所）

岐阜大
アピ

美濃工業
未来工業

西濃エキスプレス
ハートランス
未来運輸

国立国際医療
研究センター
流通経済大
東京医療保健大

早稲田大
明治大

関東学院大

早稲田大
明治大

関東学院大

（田中 従雅）（田中 従雅）推進委員会
議長： （ ）
事務局：内閣府
委員：経済産業省、国土交通省等

推進委員会
議長： （ ）
事務局：内閣府
委員：経済産業省、国土交通省等

関連業界との情報交換会関連業界との情報交換会

支援機関
国立情報学研究所

支援機関
国立情報学研究所 管理法人管理法人 知財委員会知財委員会

評価委員会評価委員会

（荒木 勉）（荒木 勉）

プロトタイプのデータ基盤構築及び概念実証基礎要素技術 実現可能性確認段階 研究開発段階

研究開発項目（ ） 物流・商流データ基盤に関する技術 研 究 開 発 項 目 （ ） 省 力 化 ・ 自 動 化 に 資 す る 自 動 デ ー タ 収 集 技 術

支援機関 支援機関 支援機関 支援機関 支援機関 支援機関 支援機関 支援機関 支援機関 支援機関 支援機関

支援機関

物流・商流データ基盤社会実装検討会物流・商流データ基盤社会実装検討会

商習慣改革・標準化検討会商習慣改革・標準化検討会

荒木勉
東京理科大学経営学部教授

海野昭良
日本通運㈱事業開発部
専任部長

坂本浩之
富士通㈱流通ビジネス部
ロジスティクスビジネス部シニアエキスパート

研究開発の進め方

研究開発体制（ 年 月～）

２ 前 提 共 有
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の時代
（変動性）、 （不確実性）、 （複雑性）、

（曖昧性）の頭文字を並べたアクロニム（合成語）

テクノロジーの進歩は急速であり予測は困難、世界の市場は不確実性や不透明性
を増した状況となっており、不安定なビジネスの状況を表すのに が用いら
れるようになってきた。

出典 フリー百科事典『ウィキペディア（ ）』

■ （変動性）
技術が急速に発展している今の時代は、顧客ニーズの変動が顕著

■ （不確実性）
不確実性が大きい状況では、売上計画などビジネス上の見通しを立てるのが困難
■ （複雜性）
グローバル化により、ひとつの企業あるいは国での成功事例を他で再現しようとしても、
個別の要因が作用して単純化できず、ビジネスが複雑化

■ （曖昧性）
現代は、ビジネスを取り巻く環境が急速に変化し、問題に対する絶対的な解決策が
見つからない曖昧な状況

企業単独で対応することは困難な時代

の時代の組織と個人の意思決定
企業が生き残るためには、自社の利益と共存共栄のバランス
が重要（社会に貢献しない企業は淘汰される時代）・・・と
誰が考え意思決定し行動するのか？自分はどのタイプか？

意思決定者 プレイヤー 傍観者
組織としての意思を決定
する権限を持っている人

物事を自分事として捉
えられずただ流される
だけ、自らの行動や意
思決定に責任を持てな
い人 口癖『どうせ』

組織の意思決定に関与する人

物事を自分事として捉
え自らの意思で行動を
起こし、結果に対して
責任を持つ人
口癖『どうやれば』

影響者
意思決定者の意思決定
に対して影響を持って
いる人

行動のタイプ
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自動車運転業務の働き方改革

全日本トラック協会 働き方改革特設ページ 『働き方改革関連各法律の施行期日等について』  

自動車運転業務に対する時間外労働の上限規制の適用が開始
（２０２４年４月１日）される前に、運送業者は経営維持の
ための施策を実施中。
※現実に起きていること
運賃交渉。荷役条件の見直し。待機時間が長い荷主への配送拒否。
※２０２４年以降発生する可能性があること
荷主選別の時代の到来。荷物はあっても運べない。

■
• データがどこに格納されているかにかかわらず、警察や政府機関は、有線通信・
電子通信を含めあらゆる通信の内容と記録またはその他の関連情報にアクセス
することを許可される。

• 企業がアメリカに拠点を置くのであれば、たとえサーバーがアメリカ国外にある
としても、データへのアクセスを要求することが可能。

• 例①：アメリカ警察・政府はアメリカ国内にあるクラウド上の通信内容、記録、関連情報にアクセスできる
• 例②：アメリカ国外にあっても、同様にアクセスを要求する事が出来る

例①
アクセス・情報開示通信内容・記録・

関連情報

通信内容・記録・
関連情報

例②
アクセス・情報開示

（米国の 法）
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３ スマート物流サービスの概要

「スマート物流サービス」概要 ４
１ 背景

（１） に対する外国の動向
①アマゾン、アリババ等の巨大プラットフォーマーの巨大な投資
②一部の国の政府主導による物流・商流プラットフォームの開発・運用

日本の現状は、一部大手企業による取り組みに止まっており、海外の取り組みに
対して太刀打ちできない状況にある。
⇒外国政府が主導する物流・商流プラットフォームが国内やアジア諸国の物流業界に
入り込み、デファクトになる可能性があるという危機感

2019年9月 公募説明会資料抜粋 
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「スマート物流サービス」概要 ２ ４
（２）我が国が抱える物流課題
①人手不足
・少子高齢化の進展により、生産年齢人口は
１９９５年をピークに減少
・特に物流・小売り業界で深刻な人手不足が進展

②ニーズの多様化
・ や個人間売買の拡大
・消費の高度化により、物流の多品種・少量・多頻
度化が進展

③独特の商習慣
・日本独特の商習慣による非効率の多発

トラックドライバーの長い荷役・荷待ち時間
多品種・少量・多頻度化による作業負荷
厳しいリードタイムへの対応
納品先毎に異なる要望への対応 等

各企業が自助努力を行っているが、企業単体では解決不可能

「スマート物流サービス」概要 ３ ４

２ 目標

「物流・商流データ基盤に関する技術」を開発し、セキュリティの担保
されたオープンな物流・商流データ基盤の実現を目指す。

において開発した物流・商流データ基盤を核として、各業界の特性に合わせ
て用いるデータの種類等をカスタマイズして発展させ社会実装する。
それにより、サプライチェーン全体の最適化による生産性の向上（各社の垣根を越えた
シェアリング物流等）を実現

サプライチェーン上の垂直・水平プレイヤー感のコネクタビリティを高め、
新たなサービスの創出、新たなテクノロジーの実装等イノベーションを創出

物流・商流データ基盤上で最適モデルの構築・検証を行い、その結果を現場に
フィードバックすることにより物流・商流現場の高効率化が可能

日本の物流・商流環境を高精度に再現

2019年9月 公募説明会資料抜粋 
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「スマート物流サービス」概要 ４ ４
３ 特徴

社会実装を強く意識しており、本研究開発完了後の出口戦略としてデータ基盤の運用は、
中立性、公平性、持続性を持った事業団体を設立し行う

本研究開発に参画した業種以外のデータ基盤の構築を継続して進める（さらなる拡充）
とともに、複数業界間で統合したデータ基盤の実現可能性を確認し、その構築を行う

データ基盤内のデータのうち可能なものを広くオープン化し、他の様々なデータを
組み合わせた活用を促し、新産業の創出、災害時物流確保等、物流・商流データを活用
していく（アジア諸国に対して普及させていくことを検討する）

2019年9月 公募説明会資料抜粋 

「スマート物流サービス」公募内容

１．「プロトタイプの物流・商流データ基盤の構築及び概念実証」
『医薬品・医療機器等』『日用消費財』『コンビニ・ドラッグストア』『地域流通』

２．「 ①～ ⑤の物流・商流データ基盤に関する技術（要素基礎技術）※次ページ参照

研究開発 と
同時期に各業界
で を公募

①
医薬品・医療機器

②
日用消費材

③
ｺﾝﾋﾞﾆ・ﾄﾞﾗｯｸﾞｽﾄｱ

④
地域流通

各業界
特性の
共有と
標準化

：研究範囲

2019年9月 公募説明会資料抜粋 

研究開発項目（ ） 物流・商流データ基盤に関する技術

研究開発項目（ ） 省力化・自動化に資する自動データ収集技術
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３ データ変換の課題

１ データ公開の課題

５ プラットフォーム連携の課題

２ データの信頼性の課題

４ レスポンスの課題

一部のカラムに公開できない情報が含まれると、
テーブル全体を非公開にしなければならない。

データ利用者がデータの非改ざん性を信
頼することが困難。

データ提供 利用者のデータ形式変換ルー
ル作成に時間がかかり、開発コストも発生。

トランザクション毎に発生する大量のデータ
を高速処理しなければならない。

連携先の性能にレスポンスが影響される
懸念。

主権者

メーカー 社

配送業者データ基盤

①荷送人コード 
 

②荷受人コード 
 

③商品属性 
 

④納品日 
 

⑤配送業者 

同業他社に見せたくない情報
（配送業者には見せて良い情報）

改ざん

【販売実績】 
・商品A 
・販売エリア 
 

・数量 10 → 100 

改ざん情報
小売業
発注者

誤発注等の
リスク

社データ

社データ

社データ

社データ

社データ

社データ
データ
提供者
社

面倒… 広くデータを
集められないリスク

LOADING… LOADING…
提供者・利用者の
生産性を損なうリスク

データ利用者データ提供者

サービス
プロバイダー

既存サービスレベル 
が低下… 

広くデータ連携が
図れないリスク

データ基盤

データ基盤

データ基盤

データ基盤

データコンバート

メーカー 社

研究開発項目（ ）要素基礎技術の開発

物流・商流データ基盤開発における課題

営業情報
漏洩のリスク

技術が非実装時のリスク等解決すべき課題

①アクセス権限コントロール が必要

②非改ざん性担保 が必要

③個別データ抽出・変換 が必要

④入出力高速処理 が必要

⑤他プラットフォーム連携 が必要

要素基礎技術

17 

研究開発の進め方

研究開発のプロセス

社会実装
４業種等の社会実装の検討

～

要素基礎技術の開発

日用消費財
プロトタイプモデル

以降

各モデルの実装

４業種以外の新たな業種の検討

実装
準備

商習慣改革・標準化検討

データ収集技術の開発

Phase.3 

Phase.1 

Phase.2 

研究開発項目（ ）

研究開発項目（ ）

データ蓄積

【凡例】

研究開発項目（ ）

社会実装に向けた
その他アクション

③個別管理データ抽出・ 変換技術

①アクセス権限コントロール技術

⑤他プラットフォーム連携技術

②非改ざん性担保技術

④入出力高速処理

ドラッグストア・コンビニ等
プロトタイプモデル

医薬品医療機器等
プロトタイプモデル

地域物流
プロトタイプモデル

商品情報の見える化技術 荷役情報の見える化技術 輸送情報の見える化技術

研究開発項目（ ）

18 
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スマート物流サービスが目指す姿

部分最適から全体最適へ

19 

共通

業界別

（ﾘﾃｰﾙ）

システム

業界別

（院外）

システム

業界別

（院内）

システム

業界別

（地域流通）

システム

メーカー 卸

運送事業者

小売・病院

競争領域

協調領域

ユーザー

サービス
プロバイ
ダー

（ ）

プラット
フォーマー
（ ）

認証制度
システム

クラウド
サービス

マスタ管理
システム

５要素機能
システム

共通 （ ）
データ蓄積・分析基盤

統計情報
提供サービス

サンドボックｽ

サービス
計画物流
基盤サービス

【 社会実装団体】※今回認定団体

業界別

（○業界）

システム

業界別

（○業界）

システム

・・・

【 対応ソリューション提供業者（ 中立組織認定団体）】

パートナー 伝票レス
システム システム

倉庫管理
システム

配車
システム

バース予約
システム

自社
システム

横展開 ・・・

【 中立組織認定団体】

【 中立組織】

深堀
メーカー

卸

小売・病院

運送事業者

連携 拡張

連携

スマート物流サービスが目指す姿

スマート物流サービス概観
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スマート物流サービスが目指す姿

目標値

21 

＜参考＞

産学官連携
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＜参考＞

国際連携

 海外では物流、商流データについても一部の巨大企業による囲い込みや政府による一元管理が進められているところがあ
る。

 我が国は、サプライチェーンを構成する各企業の創意工夫、競争力など強みを生かすことができるよう、各社がデータを共
有し有効に活用できる物流・商流データ基盤の構築を目指す。

国際連携の必要性

欧州委員会（ ）との連携 欧州（ ）との連携
ベルギーブリュッセルで開催された との会合で スマート物流サービスの最
新計画を発表。

運輸局の のメンバーと意見交換を行い、 との間でデジタル化を実現す
るための標準化・電子化等の国際連携を行うことに合意。

定期的にお互いの課題やアイディアについて情報交換を実施するのに加え、
共同カンファレンス等を検討する。

ベルギーブリュッセルで開催された の総会で スマート物流サービスの
最新の計画を発表。

定期的な意見交換に基づいた※ツインプロジェクトを検討する事に合意。

※ALICEは欧州の物流分野を担当する産学の協議体
（ ）

年 月 日（火）
との会合での発表

年 月 日（木）
総会での発表

※ツインプロジェクト：
同じようなテーマのプロジェクトを
各々の国内で行い、その成果・学び
を共有し合う。

＜参考＞

欧州統合データ基盤「 」との連携

 欧州との連携を密にし、国際協調力のある物流・商流データ基盤構築を目指す。
国際戦略

欧州委員会
（政策執行機関）
欧州委員会
（政策執行機関）

欧州委員会公認
の枠組み
欧州委員会公認
の枠組み

物流分野での公認
の

物流プロジェクトの公募

 月 日 担当者とのウェブ会議を実施。日欧のデータ基盤の相
互利用を可とする共通 を検討することについて情報交換することに合意。

 月 日 主催の国際ウェブ会議（独仏連携のキックオフ）に出席。
の進捗状況を情報収集。

 月中に 関係者に我々のデータ基盤及びその活用モデルを説明す
るとともに共通 開発等を提案する。

との連携進捗

コーディネーター
＋
参画者

コーディネーター
＋
参画者

支援

提案

会員企業

の研究開発技術は、本プログラムの研究開発内容と酷似。但
し、実装レベルで、本プログラムが先行。

物流・商流データ基盤は、国際的にも価値のある研究開発要素

の７つの原則項目

欧州のデータ保護 オープン化と透明性

正確性と信頼性 データ主権と自己決定

ユーザーの使いやすさ モジュール性と相互運
用性

自由な市場アクセスと欧州の新たな価値創造
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４ スマート物流サービスの状況

研究開発の進め方

研究開発のプロセス

社会実装
４業種等の社会実装の検討

～

要素基礎技術の開発

日用消費財
プロトタイプモデル

以降

各モデルの実装

４業種以外の新たな業種の検討

実装
準備

商習慣改革・標準化検討

データ収集技術の開発

Phase.3 

Phase.1 

Phase.2 

研究開発項目（ ）

研究開発項目（ ）

データ蓄積

【凡例】

研究開発項目（ ）

社会実装に向けた
その他アクション

①アクセス権限コントロール技術

⑤他プラットフォーム連携技術

②非改ざん性担保技術

④入出力高速処理

ドラッグストア・コンビニ等
プロトタイプモデル

医薬品医療機器等
プロトタイプモデル

地域物流
プロトタイプモデル

商品情報の見える化技術 荷役情報の見える化技術 輸送情報の見える化技術

研究開発項目（ ）
２０２０年１０月２３日

標準化 ※継続検討中

・社会実装合同説明会（
・ 完了報告会

③個別管理データ抽出・ 変換技術

２０２１年４月先行提供

26 


